【二元適用事業所】

 雇 用 保 険 加 入 手 続 き に つ い て 
二元適用事業とは、その事業の実態からして労災保険と雇用保険の適用の仕方を区別する
必要があるため、保険料の申告・納付等をそれぞれ個別に二元的に行う事業です
（建設・農林・水産・港湾運送事業・公務等が二元適用事業となります）

※労災保険の加入は、労働基準監督署へ別途手続きが必要となります※


□１．労働保険関係成立届

※３枚複写です。すべてに代表者印を押印してください
□２．労働保険　概算・確定保険料申告書（兼納付書）

※保険料は成立当初に概算で申告・納付し、翌年度に確定申告のうえ精算等を行います
□3．雇用保険適用事業所設置届

※表面・裏面ともに記載欄があります

※代表者印の押印もれ、所在地までの略地図の記載もれのないようにご注意ください

≪添付書類≫すべてコピーでも可
●法人事業の場合
□３か月以内の「登記簿謄本（履歴事項全部証明書）」
□事業実態の確認書類［取引契約書・許可証・請求書・注文書など］

□所在地が履歴事項全部証明書と異なる場合

➥「賃貸借契約書」「不動産の登記事項証明書」など所在地の確認できるもの
●個人事業の場合
□事業主住民票（３か月以内、世帯全員のもの、マイナンバー記載なしで）

□実態確認資料（許可証、契約書、注文書、請求書、など）

□税務署へ届出済の個人事業開設届の写し、あるいは最近の確定申告写し
□賃貸借契約書（事業所の所在地が賃貸の場合）
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□４．雇用保険被保険者資格取得届（被保険者ごとに作成）

※裏面の「雇用保険被保険者資格取得届の提出について」をご参照ください

【裏面あり】

雇用保険被保険者資格取得届の提出について
※雇用保険被保険者資格取得届は、該当する被保険者１人１枚の届出が必要です

○適用要件　□一週間の所定労働時間が週２０時間以上であること

　　　　　　□３１日以上の雇用見込みがあること

○個人番号の確認　１欄にはマイナンバーをご記入ください。
　※平成３０年５月よりマイナンバーの記載がない資格取得届は返戻することになります。
　

○被保険者番号の確認

・雇用保険被保険者番号がわかる場合は、その番号を２欄へご記入ください

・番号が不明な場合は、履歴書または職務経歴の記載されているものを添付してください

○外国籍の方については

・「アルファベット」「国籍」「在留資格」「在留期間」「在留カード番号」等を確認のうえ、取得届の17～2３欄に記入してください

〈添付書類〉

１．取得届（雇入れ日）から6ヶ月以内に提出された場合　（ｄ以外はコピー可）
	a常用労働者の方
（b～ｆ以外の方）
	雇入れ日の確認できるもの（どれか１つ）
□出勤簿□タイムカード□雇入通知書□雇用契約書など

	b有期契約労働者の方
	□雇用契約書　□雇入通知書　（どちらか）

	c派遣労働者の方
	□雇用契約書　□雇入通知書　□派遣元管理台帳（どれか1つ）

	d季節労働者の方
	□雇用契約書（原本）、□出稼手帳（原本）（両方とも必要）

	e 船 員 の 方
	□労働条件通知書　□船員手帳　□社会保険資格取得関係書類

（どれか１つ）

	f兼務役員の方、 事業主と同居の
  親 族 の 方


	・労働者的性格が強く、雇用関係が明確に存在している場合に被保険者と
なる可能性があります

（雇用保険事務手続きの手引ｐ28～29「5被保険者の範囲に関する具体例」参照）

・別途「兼務役員雇用実態証明書」「同居の親族実態証明書」の提出が
必要です
・内容に応じ確認資料として賃金台帳・出勤簿・労働者名簿・履歴事項
全部証明書・総会議事録などの添付書類が必要となりますので、該当者がいる場合はお問い合わせください


２．取得日（雇入れ日）から６ヶ月以上経過して提出された場合（全て必要）

　●　取得日（雇入れ日）から手続き日の直近までの全期間分の賃金台帳（給与明細）
　●　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　〃　　　出勤簿（タイムカード）
　●　遅延理由書
　●　納税証明書（事業所のもの）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０３０５１７
代 表 者 印


法人→法人名の入った代表者印


個人→私印


※シャチハタ等のスタンプ印は不可





事業所の新規加入の手続きは確認や機械処理に時間がかかりますので、できるかぎり


８時３０分～１６時までにお手続きくださいますよう、ご理解・ご協力願います









